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1. はじめに 
戦後の日本は都市機能の拡大や豊かな生

活を送るために大量生産，大量消費，大量廃
棄を繰り返してきた．さらに建築部門におい
ても例外ではなく大量の資材が建築物とし
て都市に蓄積された．今後建築物の更新時期
を迎えるにあたり，かつて蓄積された建築物
が建築副産物として大量に排出されること
は明らかである． 
現在，建築リサイクル法の整備により多く

の建築副産物が再利用されているが，これか
らの排出の受け皿として副産物の処理方法，
再利用方法の検討が重要となってくる．その
ため耐用年数を用いた予測モデルをおこな
う必要があるが，建築部門においては建築主
の裁量，行政の計画的整備など自然現象とは
違った要因が大きく関わってくるために推
計が困難である． 
本研究では GIS(Geographic Information 

Systems)を用い，実際の都市の建築物の変遷
を経年的にとらえることで建築物のストッ
ク推移をとらえる．さらに耐用年数を推計し，
より正確なマテリアルフロー分析を行なう
ことを目的としている． 

 
図１ 研究フロー 

2. 研究方法 
地域でのマテリアルフロー分析を行なう
ための基礎として経年的な都市の GIS デー
タベース構築を行なった．さらに作成したデ
ータベースを用い，各年代におけるストック
量の推計を行ない，各年代間の建築物の差分
データから耐用年数の推計を行なった．本研
究の手順を（図１）に示す． 
 
3. 都市 GIS データベースの構築 
経年的に建築物をとらえる際に当時の建
築物がどの位置に建てられていたのかを把
握する必要がある．そのため本研究では航空
写真を用い，現在のデータと重ね合わせるこ
とで当時の建築物の位置情報データベース
構築を行なった．本研究では５時点，（1947，
1961，1975，1987，2002 年）でのデータ
ベース構築を行なった． 
また建物の外見の特徴から構造判断，階層
判断を行ない属性データとして入力を行な
い，さらに資材の投入原単位（表１）を用い
て構造別のストック量推計を行なった． 
 

表１ 資材投入原単位 1) 
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4. 耐用年数の推計 
作成したデータベースから年代別に建築物

を比較し建築物の有無を判断し，差分データを
作成する（表２）． 
建築物の建造された年代の総数を 100％とし

た際の各年代の滅失率を，差分データを用いて
算出し近似曲線により耐用年数を推計した（表
３，図２）．既存研究２）においては近似式に故
障関数として一般的なワイブル曲線を用いて
いるが，本研究ではロジスティック成長曲線(１
式)を用いた． 

表２ 差分データ 
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表３ 近似曲線パラメータ 

 

 
図２ ロジスティック近似曲線 

5. 結果と考察 
和歌山市中心部における経年的なGISデータ
ベース構築を行なうことが出来た．これにより
和歌山市の戦後から現代にかけてのストック
量の推移を視覚化することが出来た．またデー
タに含まれている属性データを用いることで
様々な分析に用いることが出来る．一例として
戦後～現在にかけての構造別のストック推移
を図３に示す．耐用年数の推計結果においては
推計に用いる差分データが少なく，優位な結果
を得ることが出来なかった． 
今後の課題としては，さらに年代間のデータ
の量を増やすことでサンプルデータを増やし，
より詳細な当時の情報を用い，データベースの
精度を上げていく必要がある．加えて近似式に
用いる曲線形を他の曲線形を用いることで有
意な結果を得る必要がある．また，都市を構成
する要素の一つである建築物に焦点を当てて
いるが，今後は土木構造物など他の建設部門で
の推計も行なっていく必要がある． 
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図３ GIS データベースを用いた 

構造別ストック量推移 
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